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【手続補正書】
【提出日】平成24年3月2日(2012.3.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数のサブキャリアにより構成される周波数リソースを用いて、第１の基地局装置によ
って、一以上の無線通信装置と、通信する無線通信方法であって、
第一の領域と前記第一の領域よりも前記第一の基地局から遠い第二の領域とを含む、前記
第一の基地局の通信範囲である第一のセル、と異なる通信範囲である、第二の基地局にお
ける第二のセルに関連するセル情報を取得し、
　前記セル情報に基づいて、前記第一の領域に割り当てられる、第一のサブキャリアによ
り構成される第一のリソースを、前記第二の領域に割り当てられる第二のサブキャリアに
より構成される第二のリソースに変更し、
　前記第一のリソースと前記第二のリソースとに対して、それぞれ異なる送信電力の制約
条件を対応づける、ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項２】
　請求項1記載の無線通信方法であって、
さらに、前記第二の領域に前記割り当てられた第二のリソースを監視し、前記監視結果に
応じて、前記第１のリソースを前記第二の領域に割り当てに変更すべきか否かを判定する
、こと特徴とする無線通信方法。
【請求項３】
　請求項2記載の無線通信方法であって、
　前記監視結果、前記第二の領域に割り当てられた第二のリソースの量が、第一の値を超
えた場合、前記第１のリソースを前記第二の領域に割り当てに変更せず、前記第一の値を
超えていない場合は、前記第１のリソースを前記第二の領域に割り当てを変更する、こと
を特徴とする無線通信方法。
【請求項４】
　請求項１ないし3記載の無線通信方法であって、
　前記第二の領域に割り当てられている第二のリソースの量を監視し、
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　前記第一の値より小さい第二の値を前記第二のリソースの量が超えている場合は、前記
第二のリソースを前記第一の領域を割り当て、
　前記第二の値が、前記第二のリソースの量より小さい場合は、前記第二のリソースから
前記第一の領域への割り当てを禁止する、ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項５】
　請求項１ないし４記載の無線通信方法であって、
第一のリソースを第二のリソースに変更する場合、
既に前記第二の領域に割り当てられている前記第二のリソースと隣接する第一のリソース
を前記第二の領域に割り当てを変更する、ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項６】
　請求項１ないし５記載の無線通信方法であって、第一のリソース及び前記第二のリソー
スに対して異なる送信電力の制約を対応づける場合、前記第一のリソースに対応づけられ
る送信電力よりも高い送信電力を、第二のリソースに対応づける、ことを特徴とする無線
通信方法。
【請求項７】
　請求項1ないし６記載の無線通信方法であって、
　前記セル情報は、Ｒｅｌａｔｉｖｅ Ｎａｒｒｏｗｂａｎｄ Ｔｘ Ｐｏｗｅｒ　である
、ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項８】
　請求項１ないし７記載の無線通信方法であって、
　前記セル情報は、ＵＬ Ｈｉｇｈ Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ Ｉｎｄｉｃａｔｉｏｎ で
ある、ことを特徴とする無線通信方法。
【請求項９】
　請求項１ないし８記載の無線通信方法であって、
　前記第二の領域は、前記第一の領域より前記第二の基地局に近い領域である、ことを特
徴とする無線通信方法。
【請求項１０】
　複数のサブキャリアにより構成される周波数リソースを用いて、一以上の無線通信装置
と、第１の基地局装置によって、通信する無線通信方法であって、
第一の領域と前記第一の領域よりも前記第一の基地局から遠い第二の領域とを含む、前記
第一の基地局の通信範囲である第一のセル、と異なる通信範囲である、第二の基地局にお
ける第二のセルに関連するセル情報を取得し、
　前記サブキャリアの一以上により構成されるリソースを、前記第一の領域及び前記第二
の領域に割り当て、
　前記セル情報と前記第二の領域に含まれる前記無線通信装置の数とに基づいて、前記第
一の領域に割り当てられているリソースを前記第二の領域への割り当てにすべきかを判定
し、
　前記判定結果に基づいて、前記リソースの割り当てを変更し、
　前記第一のリソースと前記第二のリソースとに対して、それぞれ異なる送信電力を対応
づけることを特徴とする無線通信方法。
【請求項１１】
　無線通信システムであって、
複数のサブキャリアにより構成される周波数リソースを用いて第3の通信局が通信するた
めの第一のセルを提供する第一の通信局と、
複数のサブキャリアにより構成される周波数リソースを用いて第3の通信局が通信するた
めの第二のセルを提供する第二の通信局と、を備え、
　前記第一の通信局は、
　前記第一のセルに含まれる、第一の領域と、前記第一の領域よりも前記第2の通信局に
近い第二の領域とに対して、周波数リソースを割り当てるリソース割り当て部と、
　前記第二の領域に属する第3の通信局を監視する監視部と、
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　前記監視結果に基づいて、前記第一の領域に属する第3の通信局を、前記第二の領域に
属するように、変更するか否かを制御する変更制御部と、
　前記第一の領域か前記第二の領域かに応じて、異なる送信電力制御を設定する電力設定
部と、を有することを特徴とする無線通信システム。
【請求項１２】
　請求項11記載の無線通信システムであって、
　前記監視部は、前記第二の領域に属する第３の通信局の数を監視し、
　前記変更制御部は、前記監視結果、前記第３の通信局の数が所定の値を超えた場合は、
前記第一の領域から前記第二の領域への変更を禁止する.
【請求項１３】
　請求項１１または１２記載の無線通信システムであって、　
　前記第一の領域から前記第二の領域への変更が、前記変更制御部により禁止される場合
、前記監視部は、さらに、前記第二の領域に割り当てられたリソースの量を監視し、
　前記変更制御部は、前記監視部による前記リソースの量の監視結果に基づいて、前記第
一のセルの領域に割り当てられた周波数リソースの割り当てを、前記第一の領域から前記
第二の領域に変更するか否かを制御する、無線通信システム。
【請求項１４】
　請求項１１ないし１３記載の無線通信システムであって、
　前記変更制御部は、前記監視部により監視結果、前記リソースの量が所定の値を超えて
いる場合は、前記第一の領域から前記第二の領域に変更を禁止し、
　前記リソースの量が所定の値を超えていない場合は、前記第一の領域から前記第二の領
域にリソースの割り当てを変更する、ことを特徴とする無線通信システム。
【請求項１５】
　請求項１１ないし１４記載の無線通信システムであって、
　前記変更制御部は、既に前記第二の領域に割り当てられている前記第二のリソースと隣
接する第一のリソースを前記第二の領域に割り当てを変更する、ことを特徴とする無線通
信システム。
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